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15 労働 

 

（１）経済社会の現状と労働分野の規制改革の考え方 

 

① 労働政策立案過程の改善【逐次実施】 
労働政策の立案に向け、労働者代表及び使用者代表を含む三者構成の労働政策審

議会において審議が行われるが、その際には、課題に応じて、組織化されていない

労働者や使用者を含む多様な者の見解を各種統計調査の活用等を通じてきめ細かく

把握し、政策立案に反映する取組を、一層適切に講じる。 

また、新規の立法や法改正、法運用の見直しにあたっては、可能な限り、雇用失

業の動向、企業経営への影響等の社会実態、各種の統計、立法等に係る検証結果等

も参考にしつつメリットとデメリットを明らかにし、その必要性について国民に十

分説明した上で行う。（Ⅲ雇用オ②） 

 

（２）判例の立法化の問題点 ―解雇権濫用法理等の見直し― 

 

① 解雇規制にかかる実証研究の実施【平成21年検討】 

解雇規制についても我が国労働市場を取り巻く規制の一つとして、実証研究や経

済理論等も参考としつつ、学術的な検証に耐えうる手法により可能な限り分析し、

その結果を国民に十分開示するとともに、解雇規制の在り方の検討に反映していく。

（Ⅲ雇用ウ②） 

 

（３）労働者派遣法の改正 

 

① 派遣と請負の区分の具体的当てはめの一層の明確化【平成20年度中に検討】 

労働者供給事業は職業安定法（昭和22年法律第141号）第44条で原則禁止され

ているが、その例外として労働者派遣事業は労働者派遣事業の適正な運営の確保及

び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律（昭和60年法律第88号）（以下「労

働者派遣法」という。）で認められている。さらに、労働者派遣事業に該当するか否

かの判断を的確に行うことを目的として、労働者派遣事業と請負により行われる事

業との区分に関する基準を定める告示（昭和 61 年労働省告示第 37 号）（以下「37

号告示」という。）が定められている。 

37号告示には様々な立場から指摘がなされていることから、これらの具体的事例

も参考にしながら、37 号告示の当てはめに関する事例を可能な限り収集した上で、

労働者派遣法の適正な運用を確保するため、37号告示や要領の具体的な当てはめに
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ついて、監督及び指導が適切に行われているかを検証しつつ、請負事業主にとって

より明確となるようにするための検討を行う。（Ⅲ雇用イ④） 

 

（４）労働市場におけるセーフティネットの拡充 

 

① 雇用保険制度の適用についての検討【平成21年検討】 

雇用保険制度は、労働者が失業して所得の源泉を喪失した場合に必要な給付を行

うことにより、求職活動を支援する社会保障制度であり、労働市場におけるセーフ

ティネットの柱と位置づけられている。 
我が国の労働力人口の減少が予測される中で、経済社会の活力を維持していくた

めには、若者、高齢者、女性、障害者など、働く意欲と能力があるすべての人が可

能な限り働ける社会を構築していくことが必要である。 
そのためには、現行の社会情勢に対応した効果的な雇用対策の実施とともに、こ

れらの人が安心して職業生活を営めるように、雇用保険等の社会保障制度を労働市

場の環境変化に合わせて見直していくことが不可欠である。 
したがって、雇用保険の一般被保険者の適用について、雇用保険が働く者にとっ

て必要なセーフティネットとなるよう、就業形態の多様化等の我が国労働市場の変

化に合わせて検討する。（Ⅲ雇用エ⑧） 

 

② 公共職業訓練の充実【平成21年検討】 

我が国の職業訓練は、日本的雇用慣行により内部労働市場の人的資源管理、すな

わち企業に委ねられる部分が大きかったため、身に付いた職業能力が他の企業では

必ずしも有用ではない場合がある。また、公共職業訓練の実態が、流動化する労働

市場における企業及び労働者の現実のニーズに即応しているか否かを含め、その有

効性を具体的事例に即して検証した上で、改めて再評価し、これに基づいて公共職

業訓練プログラムの内容やその実施手法の改善と充実に生かしていく必要がある。 
この意味で、公共職業訓練については、これまで企業が担ってきた所謂OJTを十

分尊重しながらも、学校教育や職業教育とも連携しつつ、現在の我が国労働市場の

変化にあわせ、フレキシブルに見直していく。 

加えて、失業者の再就職等にどの程度貢献しているか、職業能力の向上にどの程

度貢献しているのかを含む様々な観点から、その費用、便益を十分検証し、その結

果を国民に開示するとともに、その都度職業能力開発政策に反映していくような仕

組みを検討する。（Ⅲ雇用エ⑨） 

 

③ ジョブ・カード制度の充実【平成21年検討】 
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ジョブ・カード制度（職業能力形成プログラム）については、その施行状況、す

なわち、制度によって就職に繋がった事例等の成果、制度運用上の課題など、費用、

便益を十分に検証し、その結果を国民に開示するとともに、その都度ジョブ･カード

制度が真の職業能力開発制度となるよう、今後とも努めてゆく。（Ⅲ雇用エ⑩） 

 

（５）育児支援策の適切な運用 

 

① 育児介護休業法の適切な運用【平成21年措置】 
育児介護休業法（育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に

関する法律（平成3年法律第67号））は育児又は家族の介護を行う労働者の職業生

活と家庭生活との両立が図られるよう支援することによって、その福祉を増進する

とともに、あわせて我が国の経済及び社会の発展に資することを目的としている。 

しかし、働きながら子育てをする労働者の権利保護を図るため、同法によって個

別企業に何らかの義務を課すこととする場合は、働きながら子育てをする労働者等

の能力発揮を阻害することにつながらないよう、労働者が主体的に選択できるよう

な制度設計とする。（Ⅲ雇用エ⑪） 

 

（６）最低賃金制度の見直し 

 

① 最低賃金制度の効果検証の実施【平成21年以降検討、逐次措置】 

最低賃金制度については、欧米の先行した実証研究を参考に、我が国の労働市場

に即した方法で、最低賃金法（昭和34年法律第137号）の施行状況、最低賃金引き

上げが所得分配や雇用に与えた影響等に関し、労働者、使用者双方について事後検

証を十分に実施し、その結果を国民に開示するとともに、必要に応じて労働政策に

も反映していく。（Ⅲ雇用オ③） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


